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第３編 債権 

第１章 債権総論 

２ 債権の目的 

２ 債権の種類 
（１）特定物債権 

〇 引渡し時の状態で引き渡せば良い 

〇 引渡すまでは善管注意義務有り 

  〇 滅失しても調達義務はない。しかし、損害賠償の対象となる。 

〇 契約時に所有権が移転する 

（２）種類物債権 

  〇 引渡す物は  

原則：約束で決まる 

         例外：中等の品質を有する物 

  〇 滅失した時、調達義務ある。しかし、損害賠償の対象にならん 

  〇 善管注意義務を負わない 

  〇 特定するまでは所有権は移転しない。（最判 S35.6.24） 

 

                 特定    〇 給付のための必要な行為を完了する   

                 すると   〇 給付すべきものを指定 

 

             特定物債権になる。 

      

けんちゃんの参考資料 

〈種類債権の特定〉 

 持参債務 取立債務 送付債権 

内
容 

債務者が債権者の住所で

履行すべき債務 

債権者が債務者の住所で

履行を受ける債務 

債務者が当事者の住所以外の第三地に目

的物を送付すべき債務 

第三地での履行が債

務者の義務である場

合 

第三地での履行が

債務者の好意の場

合 

特
定
の
時
期 

債務者が債権者の住所で

目的物を現実に提供した

時（最判 T8.12.25） 

債務者が給付すべき物を

分離して引渡しの準備を

してその旨を債権者に通

知した時（最判 S30.1018）

目的物が第三地に到

達した時 

目的物を第三地へ

分離・発送した時

 

（最判 S35.6.24） 

不特定物の売買においては、特約がない限り、売買契約の成立時ではなく、目的物が特定した時に

所有権が買主に移転する。 
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（４）選択債権 

〇 「選択債権」とは、数個の給付のうちから選択によって定まる一個の給付を目的とする債権を

言う。 

（例）甲さんが乙さんに「試験に合格したらＡかＢのどちらかの時計をあげるよ」と約束した

とし 

実際に合格すると、乙さんにはＡかＢのどちらかの時計を貰う権利が発生する。これ

を選択債権という。 

〇 選択権者は、原則 債務者 

        例外 債権者又は第三者とする特約も可能 

        特則 債権が弁済期にある場合、相手方から相当の期間を定めて催告しても、選

択権を有する当事者がその期間内に選択をしない時は、その選択権は、相

手方に移転する。 

○ 選択権の行使 

 選択権者が当事者（債務者・債権者） 

の場合 

選択権者が第三者の場合 

相手方 相手方当事者 債権者又は債務者 

行使方法 意思表示によってする 

効果 給付が特定し、その効果は債権成立時に遡及する。 

但し、第三者の権利を害することが出来ない 

撤回方法 相手方の承諾が必要 債権者及び債務者の承諾が必要 

 

○ (410 条)債権の目的物に初めから不能である物又は後で不能になった物がある時は、債権は残存

するものについて存在する 
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４ 債務不履行 

１．債務不履行の意義 
債務不履行となるには  １．債務者の帰責事由 

債務者の帰責事由とは、債務者の故意又は過失又は信義則上これ

と同視すべき事由をいう 

            ２．債務の本旨に従った履行のないこと          

の 両方が必要。 

債務不履行となると   （１）強制履行 

 （２）債務不履行による損害賠償  

            （３）債務不履行による契約解除 

をする事ができる。 

 

けんちゃんの判例 

（大判明治 39 年 10 月 29 日） 

引渡し債務の履行遅滞後に、履行不能になった場合、たとえそれが債務者の責に帰せない事由によ

るものであっても、適時に履行していれば、このような損害は生じなかったと捉えて、履行遅滞を

した者は履行不能の賠償責任等を負う。 

 

けんちゃんの参考資料 

【債務不履行と瑕疵担保責任と危険負担】 

一部不能→瑕疵担保責任 

                        一部不能 

             原始的不能 →      か 

全部不能か 

                               全部不能→契約締結上の瑕疵 

不能 → いつ不能？                         （契約は成立しない） 

あり→債務不履行 

             後発的不能 → 債務者の帰責事由 

                                 なし→危険負担 

 

２．債務不履行の種類（債務の本旨に従った履行のないこと） 
（１）履行遅滞 （２）履行不能 （３）不完全履行 のどれかに該当した場合をいう。 

 

（１）履行遅滞 

履行遅滞になるには、 

① 債務が履行期にあること 

② 履行期に履行が可能であること 

③ 履行しないことが違法であること 

の、３つの要件が必要。 
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（２）履行不能 

履行不能になるには 

① 履行が不能であること 

② その不能が後発的なものであること 

③ 不能が違法であること 

の３つの要件が必要。 

 

（３）不完全履行 

不完全履行になるには 

① 債務が履行期にあること 

② その内容が不完全 

③ 不完全な履行がなされたことが違法であること 

の３つの要件が必要。 

 

５．強制履行 

直接強制とは、国家機関の権力をもって債務者の意思に関係なく直接に債権の内容を実現させる方法

である（414 条 1 項）。 

この手段は、金銭の支払い、特定物の引渡し等を目的とするいわゆる「与える債務」について用いる

ことができるが、一方、絵を描いたり、ピアノを演奏したり、講演したり、物を工作したりと言った

いわゆる「為す債務」については、債務者の意思を無視して実現することはできないので、「債務の

性質が強制履行を許さない」場合に該当し、直接強制を用いることはできない（同項ただし書）。 

 

６．損害賠償 
損害賠償をするには 

〇 損害の発生 

〇 因果関係 

の２つが必要。 

 

（１）損害賠償の範囲 

損害賠償を請求できる範囲は、 

① 債務不履行により通常生じるであろう損害（４１６条①） 

② 特別な事情により発生した損害については、 

原則：損害賠償する必要はない 

例外：当事者が特別の事情を予見していたり予見する事が可能な時は、それにより生じた損害賠償

請求はできる。予見可能だったことの証明責任は債権者にある（４１６条②） 

※当事者とは、債務者を意味する。（最判 T7.8.27） 

 

けんちゃんの判例 

（最判 S37.11.16） 

事案の概要 

A が B に家屋を売る契約をした。Ｂが登記を備える前に、ＡがＢへの譲渡を知らないＥに対して当

該家屋を二重に売ってしまい、登記を移転してしまった場合、ＢがＡに対して履行不能による損害

賠償を請求するときは、価格が騰貴しつつあるという特別の事情があれば、転売・処分の可能性が
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なくても、騰貴前に処分したことが予想されない限り、騰貴した現在の価格を特別損害とすること

ができる？ 

〈判旨〉 

債務の目的物の価格が履行不能後に値上りを続けてきた場合において、履行不能となった際、債務

者がその事情を知りまたは知りえたときは、値上りする以前に目的物を他に処分したであろうと予

想された場合でないかぎり、債権者は、その値上がりした価格についての損害賠償を請求しうると

する。 

 

（３）過失相殺 

債務不履行の理由が債権者にもある時に債務者の損害賠償責任を軽減する制度 

 

（４）金銭債務の不履行の場合の特則 

金銭債務は履行不能とならない。常に遅行遅滞となる。（なぜなら種類債権だから テキスト P234） 

①② 実際に被った損害額を請求できるのではなく、元本と利息のみしかできない。 

しかし、損害についての立証責任は不要。 

・ 民事法定利率→年５分      

・ それより高い利率の定めがある時はそれによる 

③ 債務不履行の要件は、１．債務者の帰責事由２．債務の本旨に従った履行のないこと だが、 

金銭債務では、債務者は不可抗力により債務を履行できなかったとして、自分に帰責事由がない事

を立証したとしても損害賠償の責任を免れる事はできない（４１９条③） 

 

（５）賠償額の予定 

６．（１）（３）から損害賠償額がいくらになるかは結局裁判をやってみるまで解からない事になる。 

だから、契約の際、損害賠償額の予定がなされる事が多い。これを決めておけば債務不履行さえ立

証すれば決めた金額を請求できる事になる。裁判所でも決めた額を増減することが出来ない。 
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けんちゃんの参考資料 

〈債務不履行責任と不法行為責任〉 

 債務不履行責任 不法行為責任 

故意・過失等の 

立証責任 

債務者がその不存在について立証責任

を負う 

被害者（債権者）がその存在について

立証責任を負う 

相殺の制限 なし 不法行為による損害賠償請求権を受動

債権とする相殺は禁止される 

過失相殺の 

方法 

① 損害賠償責任の免除及び減額が可

② 必要的考慮 

① 損害賠償額の減額のみ可 

② 任意的考慮 

遅延損害金の 

発生時期 

債権者から履行の請求を受けた時 不法行為の成立(最判 S37.9.4) 

損害賠償債権の

消滅 

10 年の消滅時効 ① 被害者又はその法定代理人が損害

を知ってから 3年の消滅時効 

② 不法行為時から 20 年の排斥期間 

失火責任法の 

適用 

なし(最判 S30.3.25) あり 

近親者固有の 

慰謝料請求権 

なし(最判 S55.12.18) あり 

※ 失火責任法とは、我が国の家屋が木造で失火による損害が拡大するのが通常であり、加害者の責

任が不当に拡大することを防止する為に、故意又は重過失ある場合にのみ不法行為責任を負うも

のとした法律である。そして下記の判例がある 

(最判 S30.3.25) 

  債務不履行責任は契約当事者間の責任問題であり、責任の不当な拡大といった問題は生じない

から、債務不履行責任については、失火責任法の適用がない 

※ 不法行為責任については、身内を殺された者は、その近親者の精神的苦痛に対しても近親者の固

有の慰謝料請求権を認めている。しかし下記の判例がある 

(最判 S55.12.18) 

  債務不履行責任については、近親者に固有の慰謝料請求権は認められない 
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５ 債権者代位権 

けんちゃんの参考資料 

債務者の財産は、債権内容の実現を保障するために重要な意味を持つ。このような意味合いから債

務者の財産を責任財産と呼ぶ。 

債務者と言えども、自分の財産は自由に処分できるのが原則である。しかし、債務者の資産状態が

悪化している時にまでこのような自由を認めると責任財産が消滅・逸出して債権者の地位は不安定

なものとなる。 

そこで、一定の場合に、債権者が債務者の責任財産の管理に干渉することが認められている。 

一つは５債権者代位権であり、もぉ一つは６詐害行為取消権である。 

 

１．要件 
次の全部が揃わないといけない。 

（１） 原則：債務者の無資力 

例外：特定債権（非金銭債権）の保全は無資力でなくてもよい 

 （最判 M43.7.6） 

〈事案の概要〉ある土地がＡ→Ｂ→Ｃと譲渡された。登記名義がいまだにＡにある場合

に、Ｃが自己のＢに対する登記請求権を保全する為にＢがＡに対して有

している登記請求権を代位行使した。なおＢはこの不動産以外にも十分

な財産を持っている。 

                ↓ 

〈判旨〉   債務者の資力の有無に関係のない債権（特定債権）を保全する場合には、

債務者の無資力を要件としない。 

（最判 S4.12.16） 

不動産の不法占拠者に対して賃借人が所有者に代位して妨害排除請求権を行使する場合

も、債務者（所有者）無資力要件は不要。 

(最判 H11.11.24) 

抵当権者が、抵当不動産の所有者の不法占有者に対するに対する妨害排除請求権を代位行

使する場合、抵当不動産の所有者が無資力である事を要しない。 

(最判 S50.3.6) 

売主の共同相続人の 1人に対して、他の共同相続人が買主に代位して移転登記請求権を行

使する場合、買主が無資力であるある事を要しない。 

（被保全債権は金銭債権だが、責任財産保全とは無関係であるから無資力要件は不要） 

 

（２） 債務者が自らその権利を行使しない 

 

（３） 原則 ：被保全債権が弁済期にあること 

例外１：弁済期前でも裁判上の代位権行使は可能 

例外２：弁済期前でも保存行為は可能  例：債務者所有の未登記不動産を登記する行為や 

債務者の有する債権の消滅時効を中断する行為 

 
２．行使しうる権利―財産権 

代位権の客体（B→C）が一身専属権じゃないこと 
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３．代位権の行使 
（１）行使の方法 

原則：裁判外でもよい 

例外：弁済期が未到来の時は裁判上の行使 

 

（２）行使の態様 

原則   ：代位行使されるのが物又は金銭の引渡しの時は、代位債権者は自分に給付するように

請求できる 

例外   ：登記請求権を代位行使する時は、直接自己名義への移転登記を請求できない 

例外の例外：（最判 S29.9.24） 

 

（３）行使の範囲 

行使の範囲は、債権者の自己の債権の範囲内に限定される。 

（最判 S44.6.24） 

      ＡがＢに対して有する 50 万円の金銭債権に基づいて、ＢのＣに対する 100 万円の金銭債権を代位

行使するときには、Ａは自己の債権額（50 万円）の範囲においてのみＢのＣに対する権利を代位

行使できる。 

 

けんちゃんの参考資料 

（最 S7.7.7） 

債権者代位権を行使する時に、債権者が債務者に対して、その権利行使を催告し債務者がこれに応

じない事は必要でない。 

（最 S50.3.6） 

土地の売主が代金の全部を受け取る前に死亡した。その売主の共同相続人 Aが買主に、「全額を払う

までは登記手続きに応じない」と言った。 

この時、共同相続人 B は買主に代位して、登記手続きに応じない共同相続人 A に対する買主の移転

登記請求権を行使することができる。 

 

４．効果 
（１）債権者が代位権の行使を債務者に通知すると、債務者はその権利を処分できなくなる 

（例：弁済を受ける・放棄する・譲渡する） 

（２）効果は債務者に帰属する 


